
       

 

 

 

 

 

 

 

１～14  中央社保協第６回運営委員会報告 

15～27  介護をよくする東京の会 

28～31  東京高齢期運動連絡会 

32～33  東京保険医協会、全国保険医団体連合会談話（診療報酬改定） 

34～35 

36    国会署名提出行動 

37～44  後期高齢者医療制度関連 

45～51  都立・公社病院独法化関連 

52～55  外科医師を守る会 



1 
 

２０２１年度中央社保協第６回運営委員会報告  
 

２０２２年１月１２日（水）１３時半～ 

 日本医療労働会館会議室+オンライン会議 

 

【出席確認】 

○代表委員 

  住江（保団連）山田（民医連）前田（全労連）鎌倉（医労連） 

窪田（東京） 安達 (大阪) 

○運営委員 

 白沢〈山崎〉（障全協） 池田（新婦人） 中山〈宇野〉（全商連） 

 西野（全生連） 藤原（農民連）民谷（福祉保育労） 村田（全教） 

   （建交労） 高山〈大壽美〉（年金者組合） 五十嵐（医労連） 

 上所（保団連） 梅津（共産党） 大門（国公労連） 

 小泉（自治労連）山之内（医療福祉生協連） 久保田（民医連） 

沢野（北海道） 高橋（宮城） 川嶋（埼玉） 藤田（千葉） 

窪田（東京） 根本（神奈川） 藤牧(石川) 小松（愛知） 

寺内（大阪） 楠藤（徳島） 西村(福岡)  

○事務局  

山口、是枝（事務局）、工藤（保団連）、山本（民医連）、 

寺園（全労連）、林（医労連） 

 

※参加２１人 

 

＜報告事項＞  
 １２月 １日（水）第５回運営委員会 

          第４９回中央社保学校首都圏社保協打ち合わせ 

     ３日（金）７５歳二倍化阻止打ち合わせ 

     ６日（月）北海道東北ブロック会議 

     ７日（火）北信越ブロック会議 

          四国ブロック会議 

          国保部会 

     ８日（水）近畿ブロック会議 

          関東甲ブロック会議 

    １２日（日）国保学習交流集会 

    １４日（火）巣鴨宣伝 雨天中止 

    １５日（水）東海ブロック会議 

          中国ブロック会議 

          茨城・取手市社保協総会 
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   １６日（木） いのち暮らし社会保障立て直せ行動 全労連打ち合わせ 

   ２０日（月） 九州ブロック会議 

   ２１日（火） いのち署名・大石議員（れいわ）懇談 

   ２２日（水） 全労連社保・厚労省交渉 

          社保入門テキストチーム会議 

   ２３日（木） ７５歳二倍化阻止降雨路床申し入れ 

          いのち署名・芳賀議員（無所属・国民会派）懇談 

   ２４日（金） 代表委員会 

          地域医療を守る実行委員会 

   ２５日（土） ２５日宣伝 

   ２６日（日） ７５歳以上二倍化中止宣伝行動、打ち合わせ 

   ２８日（火） 御用納め 

１月  ６日（木） 全労連・春闘共闘旗開き 

    ７日（金） 第４９回中央社保学校第１回現地実行委員会 

          日本医療労働会館旗開き 

   １１日（火） 第６回運営委員会 

          介護・障害者部会 

          いのち署名５団体会議 

 

◆情勢の特徴 

１.新しい資本主義実現会議第３回会議（11 月 26 日） 

                  日本医療総合研究所寺尾さん資料抜粋 

（１）大企業の財務の動向 

○ 2000 年度から 2020 年度にかけて、大企業（資本金 10 億円以上）の現預金

は 85.1％の増加（＋41.6 兆円）、経常 利益は 91.1％の増加（＋17.7 兆円）、

配当は 483.4％の増加（＋16.8 兆円）。 

一方、人件費は 0.4％の減少 （▲0.2 兆円）、設備投資は 5.3％の減少（▲

1.2 兆円）。 

 

（２）国際的に見た労働分配率の低下傾向 

○ 先進国の労働分配率（雇用者報酬を国民総所得（GNI）で割った値）は、趨

勢的に低下傾向。この点が一つの背景となって、各国において、資本主義の見

直し、民主主義の危機といった議論が生じている。 

 

（３）日本の企業規模別の労働分配率 

○ 我が国の労働分配率を企業規模別に見ると、2000 年度から 2019 年度にかけ
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て、大企業（資本金 10 億円以上）は 60.9%から 54.9%に 6.0％減少、中堅企業

（資本金 1億円以上 10 億円未満）は 71.2%から 67.8%に 3.4%減少、 中小企業

（資本金１千万円以上１億円未満）は 79.8%から 77.1％に 2.7%減少、小企業

（資本金１千万円未満）は 86.8%から 82.3％に 4.5%減少となっており、大企

業の減少率が最も大きい。 

○ 感染症拡大防止のため経済活動が抑制された結果、分母が小さくなり、一

時的に、2020 年には労働分配率の 大きな上昇がみられるものの、2010 年以

降、長期的に緩やかな減少傾向が継続 

 

（４）１人当たり実質賃金の伸び率の国際比較 

○ 先進国の１人あたり実質賃金の推移を見ると、1991 年から 2019 年にかけ

て、英国は 1.48 倍、米国は 1.41 倍、 フランスとドイツは 1.34 倍に上昇して

いるのに対して、日本は 1.05 倍にとどまる。 

 

（５）家計消費の伸び率の国際比較 

○ 先進国の家計消費の動向を見ると、1990 年から 2019 年にかけて、米国は

2.16 倍、英国は 1.90 倍、フランスは 1.55 倍、ドイツは 1.42 倍になったのに

対して、日本の家計消費は 1.3 倍にとどまる。 

 

（６）家計消費と可処分所得の伸び率の国際比較 

○ 先進国の家計消費と可処分所得の動向を見ると、可処分所得が伸びると、

家計消費が伸びる傾向にある。日本の家計消費が伸び悩む理由は、可処分所得

の伸びが十分ではないため。 

 

（７）家計の可処分所得の増減要因  

○ 2010 年 4-6 月期から 2021 年 4-6 月期にかけて、雇用者報酬は 32.6 兆円増

加。一方、税金（直接税）・社会保険料の負担がそれぞれ 6.7 兆円、15.7 兆円

増加したため、可処分所得は 13.9 兆円増加にとどまる。 

  （注）社会保険料の増加分 15.7 兆円は、社会保障給付の増加分 4.3 兆円を

大きく上回っている。この間の年金・健康保険・介護保険など社会保険料の引

き上げと給付の削減が影響した。消費税増税（2014 年、2019 年）の増収分

は、統計上、可処分所得の増加分の内に含まれているため、実質の可処分所得

の増加分は更に小さかったことになる。 

  

２. 政府は 24 日、2022 年度当初予算案を閣議決定しました（毎日 １２月２

４日抜粋） 
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一般会計の歳出総額は 107 兆 5964 億円。21 年度当初予算（106 兆 6097 億

円）から 9867 億円（0・9％）増え、10 年連続で過去最大を更新した。当初予

算案が 100 兆円を超えるのは 4年連続。税収だけでは歳出を賄えず、歳出総額

の約 3割の 36 兆 9260 億円を借金に当たる新規国債の発行で充当する。国の政

策に充てる一般歳出は、21 年度当初比 0・7％増の 67 兆 3746 億円。うち社会

保障費が 4393 億円（1・2％）増の 36 兆 2735 億円と過去最大になった。団塊

の世代が 75 歳以上になり始めることに伴う医療費や介護費などの増加が影響

した。中国の軍事力強化などを念頭に次期戦闘機の開発経費などを盛り込んだ

防衛費も 5兆 3687 億円で過去最大となった。 

 

３.診療報酬０．９４％引き下げ ７５歳以上２割負担１０月から 

 医療機関に支払われる診療報酬の２２年度改定は、全体を０・９４％引き下

げ、診療報酬全体の引き下げは実質５回連続で、コロナ禍があらわにした脆弱

（ぜいじゃく）な医療体制の再生・強化に背を向けています。 

 １２年末の安倍政権発足以降、全体の引き下げは１４年度の消費税増税対応

のプラス分を除いて毎回繰り返されてきました。こうした社会保障費抑制路線

がコロナ禍のもと医療逼迫（ひっぱく）を現実にしたと批判が相次いでいま

す。にもかかわらず、閣僚折衝では７５歳以上の高齢者の医療費窓口負担（現

行原則１割）に２割負担を導入する時期を、２２年１０月からとすることも決

めました。「現役並み」とされた所得ですでに３割負担とされている人を除

き、単身世帯で年収２００万円以上、夫婦世帯で年収計３２０万円以上（とも

に課税所得の要件あり）の約３７０万人が対象です。 

 診療報酬のマイナス改定や窓口２割負担の導入で生まれる財源を使って、高

齢化などで当然増える社会保障費の伸び（自然増）の２２年度見込み額６６０

０億円を４４００億円に圧縮することも決定。差額の２２００億円が削減され

ます。９年間の安倍・菅政治で自然増分を約２兆円削り込んできた路線を継

承・強化するものです。（赤旗 １２月２３日） 

 

４. 「１人で４人介護」の検討 規制改革推進会議話 

 政府の規制改革推進会議において内閣府が提起した、「１人で４人介護」の

への規制緩和の検討は、過酷な現場の実態を無視し、ＩＴを活用すれば人減ら

しができるという言語道断の考え方です。 

介護・福祉の現場があまりに余裕のない職員体制だったことが、コロナ禍の

中で改めて浮き彫りになりました。にもかかわらず、「１人で４人介護」で

は、少ない職員で多くの利用者を担当することにつながり、１人当たりの負荷

が大きくなることでよりいっそう人材確保が困難になるものです。介護現場か
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らは、人員配置基準の緩和は職員の負担がさらに重くなり、サービスの質の低

下を招くとの批判の声が上がっています。 

 過酷な労働環境や低賃金が介護の離職を考える理由となっています。配置基

準の引き下げはやめ、賃金引き上げ、処遇改善による人員確保こそ緊急に求め

られています。（赤旗 ２４日付けコメント） 

               

５. 市民の共同、市民と野党の共闘で、憲法を守り・生かす世論と運動を 

（憲法会議声明参照） 

総選挙の結果、自民、公明、維新を合わせて 334 議席となり、衆議院では選挙

前と同様に改憲派が 3分の 2を占める事態となりました。 

自民党は、敵基地攻撃能力の保有や軍事費の対 GDP 比 2%以上の増額なども主張

し、岸田首相は「党是である憲法改正に向け精力的に取り組んで行く」と改憲に

積極的に取り組む姿勢を示しています。 

国民の意思は、総選挙中の 10 月 16 日発表の「読売」の世論調査で、「投票の

基準とする政策」について「憲法改正」は 10 項目の最下位となるなど、少なく

とも今「憲法改正する必要はない」と明確です。 

 

◆協議事項 

（１）国保学習交流集会について 

 ・日程 １２月１２日（日）１０時～１６時 

・場所 完全オンラインで開催。（Zoom） 

・参加 オンライン含め１８０人以上（個人１２０、集団視聴 60） 

 ・内容 

 学習講演①「医療費適正計画の中での国保の位置づけと国のねらい」 

      講師・日本医療総合研究所 寺尾正之氏 

 学習講演② 滞納・差押え問題交流  講演「Ｓ市の市税等の徴収現場から」 

      講師・Ｓ市徴収課職員 

 学習講演③「第二期運営方針の進捗と各地域の動向、次期国保料（税）につ 

いて」 講師・神奈川自治労連 神田敏史氏 

      各団体・各県社保協からの意見交換 

        全生連、千葉県社保協、愛知県社保協 

 ・感想、意見など 

  ①皆保険制度を支える国保制度解体がまさに狙われており、国保の大運動 

を提起が必要でないか。 

②学習が求められており、国保パンフ第二弾の発行を 

③国保とデジタル化の問題について、情報収集と学習を。 
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④２２年度の国保料改定について、各地域の情報収集と自治体要請が求め 

られている。 

⑤各地域の国保に関わる情報を中央として集約してほしい。 

 

※愛知社保協の澤田さん（特別報告）からのメール 

S 市の講演の中で説得力があって感銘を受けた「所得階層別収納率」と「世帯

人員毎の収納率」について、名古屋市でも同様のデータを求めましたが、残念な

がら「その統計資料を作成しておりません」とのつれない返事でした。 

なお、S市の講演内容の中で、当日質問できなかった次の点について、演者に

照会していただけないでしょうか？ 

「低所得者減免、１８歳までの均等割減免は、 

1. 決算補填目的の法定外繰入、 

2. 決算補填目的以外の法定外繰入、 

3. 法定外繰入でなく、保険料の枠内での減免 

のいずれで対応していますか？」 

  

（以下返答のメール文） 

低所得者減免及び子育て減免とも、一般財源からの繰入ではありません。保険

料の枠内での減免となりますが、努力者支援制度などの交付金も財源に使って

います。 

なお、Ｓ市は現市長がオール与党選出で、共産党は減免にもっとやれと応援し

ていただけますし、自民党もやれたらいいよねくらいに反対しないので、令和４

年度から子育て減免を５割に割合を増やします。これによって、国が開始する６

歳以下未就学児の５割軽減と合わせて実質無料化されます。 

 

※国保部会を１７日（月）に開催し、学習講演、寄せられた意見を踏まえ取り組

みについて協議します。 

 

 （２）「いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動」の取り組み 

①新いのち署名推進、アピール文、行動要項を発信し、方針徹底を図りました。

（以下アピール文参照） 
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いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動・アピール 

地域・職場の実態を示し、社会保障・福祉要求実現をめざそう 

憲法２５条を守り、活かす世論の構築を 

２０２１年１２月 

全国労働組合総連合（全労連） 

日本医療労働組合連合会（日本医労連） 

日本自治体労働組合総連合（自治労連） 

全国民主医療機関連合会（全日本民医連） 

中央社会保障推進協議会（中央社保協） 

 

新型コロナウイルス感染拡大は、２年近くに及び、新型コロナ関連死者数が毎日発生

し、さらに医療が受けられずに命を落とす事態を引き起こしました。厳しい状況の中、

いのちと健康、くらしを守るために医療をはじめとした社会保障分野の各現場では命が

けの奮闘が続きました。 

 今、政府や自治体に対してコロナ禍から国民のいのちと暮らしを守るためのまともな

対応を強く求めていくことが重要になっています。 

 社会保障のぜい弱さが明らかとなる中、医療・介護・保育従事者らの「社会的役割に

ふさわしい」賃金水準の実現、災害やパンデミック発生時に対応可能な「余力」を持た

せた人員体制の日常的な確立などを求める世論、声が広がりました。社会保障拡充を求

める要求は、切実な地域住民、国民要求と結びついた要求です。 

「いのち・くらし・社会保障立て直せ」の声、怒りを大きく 

総選挙後の新たな国会情勢の下で、「いのちと暮らし、社会保障立て直せ」の要求を掲げ、

職場・地域から要求、声、怒りを前面に運動を展開します。７５歳以上窓口負担二倍化阻止、

介護改善等の運動と共同し、「全世代型社会保障」政策に反対、自己責任を基調とした社会

保障削減策を改善、改めさせるための大きな世論構築を目指します。 

さらに、憲法改悪を許さず、憲法２５条を守り、活かす政治を求める要求を掲げ奮闘しま

す。 

◆「いのち・くらし・社会保障立て直せ一斉行動」計画（案 別紙参照） 

【署名宣伝行動など】 

①全国統一署名・宣伝行動 

 毎月２５日を含む週をゾーンとして設定し、ゾーン中の２５日を一斉宣伝行動日として
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集中します。 

 全国一斉宣伝行動日を、２月２５日（金）、４月２５日（月）に設定します。 

②統一署名提出、請願行動 

１.第 1回統一署名提出行動を 

日程・２０２２年１月２８日（金）１１時～ 

場所・衆議院議員第一会館大会議室（オンライン併用） 

規模・リアル参加～２００人以上、オンライン参加を合わせ、１０００人以上 

YouTube 配信を予定します。 

内容・「新いのち署名」についての学習講演（講師・横山寿一先生） 

署名提出院内集会 

国会議員要請 

 2.第２回統一署名提出行動は、３月２日（水）に、全労連統一行動にあわせて予定します。         

3.第３回統一署名提出行動は、５月下旬に最終の署名提出行動・決起集会を予定します。 

③地方議会での「意見書」採択を目指す請願・陳情運動を展開します。 

 各都道府県単位で、県労連・社保協などの地方組織中心に取り組みます。 

【世論構築運動】 

①「新いのち署名」を押し出したアピール行動を展開します。 

各署名との共同統一宣伝行動、ネット署名、ツイッターデモ等、ＳＮＳの取り組みを推 

進します。各団体、労働組合のホームページ等を活用します。 

 ②中央並びに各地からの記者会見行動 

 1.１月２６日(水)を一斉記者会見行動に集中します。 

 2.２月中旬を目途に、国民的予算組み替え要求をはじめ、各自治体への請願運動等、国や 

自治体への要請、請願行動等について、２回目の一斉記者会見行動を計画します。 

【政府、国会へ向けての行動】 

①各政党との懇談、議員要請・懇談行動などで要求の一致点の構築、政策化をめざし、あ

わせて、紹介議員要請、署名提出行動等への参加要請を図ります。 

 ②新いのち署名を軸とした厚労省との交渉、懇談を設定します。 

 

②政党懇談について、これまで接点のある国会議員について懇談を申し入れ、 

１２月２１日に、大石あきこ明子議員（衆議院。れいわ）、２３日に芳賀道也議

員（参議院・無所属／国民会派）と懇談。１月２８日の行動参加と署名への紹介

議員、今後の取り組みについて要請しました。福島みずほ議員（参議院、社民）

川田龍平議員（参議院、立民）は、年明けに懇談日程を調整することになり、福

島議員は紹介議員受諾の連絡がありました。 

 引き続き、議員との懇談を追求します。 

③全労連社保闘争本部は、２２日に厚生労働省交渉を実施しました。 
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また、日本高齢期運動連絡会は７５歳二倍化阻止の課題で厚労省に申し入れ

を行いました（別紙参照） 

 

④当面の取り組みについて 

１.署名提出行動について（実施要綱案参照） 

 中央社保協・署名集約状況（1/7 現在 事務局送付分） 

  いのち署名 １６４８６筆 

  ７５歳署名 １４８４６筆 

  介護署名   ９８４１筆 

 

 ※各団体、社保協の署名状況について集約します。 

 

 ⑴１月２８日提出行動 １１時～１５時頃 

   １１時～ 学習会 

   １２時～ 署名提出行動 

   １３時～ 介護集会 

 

 ※コロナ感染拡大の下、オンライン中心の１０００人参加目標で、オンライ

ン参加、YouTube 視聴を中心に呼びかけることとします。各団体、社保協から

のリアル参加については、都内、首都圏から各自判断ください。 

 学習講演もオンライン講演で、当日の議員要請行動も縮小して取り組みます

が、事前の全国会議員への行動参加、紹介議員の要請は行いました。 

 第二次要綱案を参照ください。 

 

 ⑵３月２日提出行動 

   全労連統一行動に連携して、時間、内容等を調整中です。 

 ⑶５月下旬の提出行動 

   最終の署名提出行動と同時に、さまざまな社会保障要求実現に向けた決 

起の場として検討する。 

 

2.いっせい記者会見行動について 

 １月２６日を基本に一斉記者会見に取り組みます。（別紙参照） 

 

 ※中央は、２６日、１３時半より厚労省記者クラブで予定します。 

  中央資料として、１・２８行動の呼びかけ、構成５団体の調査資料等を地 

域、職場の実態を訴えます。中央社保協は、介護何でも無料電話相談の事例報 
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告を予定します。  

    

（３）７５歳以上窓口負担２倍化を実施させないたたかい 

①3団体アピール案に基づき意思統一を図ります。 

②学習会、宣伝行動を全国で計画します。 

毎月 23 日から 25 日、年金支給日の 12 月 15 日、2 月 15 日に全国一斉宣伝行

動を呼びかけます。 

③高齢者の生活実態調査を行い、生活実態を訴えていきます 

 日本高齢期運動連絡会は、１１月に高齢者生活実態調査を年金者組合、全生連

等にも呼び掛け、その結果を２０２２年２月２日の老人医療有料化反対集会で

中間まとめを予定しています。 

 さらに、「岸田首相に対する一言アピール」カードを緊急に集約します。 

④国会議員、地方議員への要請に取り組みます 

 今回の衆議院選で当選した４野党議員に７５歳医療費窓口負担２倍化中止の

要望を全国各地域の野党４党議員事務所への訪問を行いましょう。全都道府県、

区市町村議会への請願にも取り組みます、また、各地の後期高齢者広域連合議会

への請願を行います。 

⑤「いのち署名」とセットで来年 3月末までに 350 万筆目標にします 

 75 歳以上医療費窓口 2 倍化中止の一点であらゆる団体、個人へ運動の賛同の

呼びかけを強めます。75 歳以上医療費窓口 2 倍化中止一点での協力とともに、

自公政権が推し進める全世代型社会保障政策に反対し、いのち・くらしを守り社

会保障・福祉の拡充を訴える「いのち署名」（全労連・中央社保協・医団連・医

療３単産）とセットで取り組むことを呼びかけます。 

さらに、老人クラブや、団地の自治会、高齢者のサークル等に幅広く呼びかけ、

いっしょにとりくんでもらうよう呼びかけます。署名目標は 2020 年 3 月末まで

に 350 万筆です。署名のテンポは 12 月末までに 30%、1 月末までに 50%としま

す。 

⑥署名提出集会は 1/28，2/18、3/2  

 署名提出集会も他の団体と統一して要請行動にとりくみます。 

２０２２年１月２８日、３月２日は、いのち署名提出集会と一緒に実施、２月１

８日には独自の署名提出集会を行います。 

 

 ※老人医療有料化から 38 年 高齢者中央集会 

２月２日（水）１０時半～  衆議院第一議員会館 第７会議室 

学習講演 浜岡正好先生(佛教大学) 

終了後 議員要請行動 
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※署名提出学習集会 

２月１８日（金）10 時半～ 参議院議員会館予定 

学習講演 唐鎌直義先生(佐久大学) 

国会議員要請、署名提出集会 

 

 ※活動推進ニュースを発行。日本高齢期運動連絡会、年金者組合、保団連、 

  社保協で分担して発行。 

 

 

（４）介護・障害者部会報告（資料参照） 

 

 ※介護なんでも無料電話相談の事例集約について、各県社保協からの意見等 

 をよろしくお願いします。 

 

（５）全国代表者会議について（連絡文書参照） 

①日程 ２０２２年２月９日（水） １０時半～１６時 

②場所 日本医療労働会館会議室 オンライン開催 

③内容 基調報告と討論で実施してはどうか 

（案） 

 １０時半 開会 

      来賓あいさつ 

      （国会議員、国民大運動実行委、安保破棄中央委） 

      基調報告提案 

 １２時  昼休憩 

 １３時  討論（７分×２０人） ※２０人をめどに討論 

 １５時半 討論のまとめ 承認 

 アピール案採択 

 １５時５０分 閉会 

 １６時  終了（予定） 

 

 ※討論について、中央団体、各県社保協から７分×２０人を目途に発言を求 
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 めることとしました。積極的な発言通告をお願いします。 

 

④基調報告案について（別紙） 

 

（６）学習運動の推進について 

 新しい国会情勢下、社会保障拡充運動推進にあたり、学習運動が改めて求めら

れています。 

1.第４９回中央社保学校について（第１回現地実行委員会報告参照）、 

①第４９回中央社保学校は、２０２２年９月１７日（土）-１８日（日）の日程

で、千葉県で開催します。 

②１月７日に、第１回現地実行委員会を開催し、会場、体制、企画、スケジュー

ル等について、意見交換しました。 

  

2.社会保障入門テキストを活用した学習運動を 

①社会保障入眠テキストは、現在、６８９６冊が、普及活用されています。（１

/７現在） 

 入門テキストを活用した学習会について、福岡歯科保険医協会、新婦人太田支

部の取り組みを社会保障誌春号（２０２２年３月発行）で紹介します。各地の取

り組みを集約します。 

②社会保障入門テキストのよびテキストのバージョンアップについて、テキス

トチーム会議で検討します。（社保テキストチーム会議資料参照） 

 

 ◆社会保障入門テキスト改定方針案(2021 年 12 月 25 日) 

1.改定の基本方針 

①テキストの改訂にあたり、「人権」としての社会保障（原理・原則）をぶれず

に貫く 

②青年（若い世代）向けの“入門テキスト”（基本コンセプト）を継承した改定

とする 

 

2.改定チーム構成  

①構成 

(社保協)是枝、林(信吾)、（保団連）曽根、（民医連）久保田◎、正森 

(アドバイザー)村田隆史(京都府立大)、長友薫輝(三重短大)、井口克郎(神戸大) 

※全労連など労働組合関係の青年組合員からのチームへの参加も相談するこ

ととする。 

②(株)きかんし（編集・発行実務担当）については、論議状況を踏まえ適宜出席 
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3. 進め方について 

①次回・改定テキスト発行目標 

２０２３年５月号(初夏号) 発行を想定～約 1年の論議を経て、２０２３年３

月に原稿とりまとめ 

②ねらい～新入職員・新労組員への普及や活用を進めていく 

③チームとしての議論を旺盛に行うためにも、社保協サイドとしても適宜運営

委員会なども含めて問題意識を整理しチーム会議に反映していくことが重要と

の認識で進める 

 

4.第 1 弾で残っている課題の「補論」についても本チームの課題とする 

①社保協として押さえておきたい論点を「補論」として社会保障誌に掲載する～

社会保障の原理原則、人権、憲法、闘いの歴史（社会保障の変遷）、日本の社会

保障の世界的な比較など。 

②定期購読者以外の本テキスト購入者への普及方法も検討する。 

 

（７）加盟団体報告  

 

（８）国会行動、宣伝行動等の日程について 

①第２０８通常国会における三者共催定例国会行動 

第２０８通常国会は１月１７日に召集、会期末は６月１５日（会期１５０ 

日間）の予定です。 

参議院選挙は、任期満了が７月２５日のため、６月２５日から７月２５日まで

の間の日曜日に行われる予定で、７月１０日投開票の日程が上がっています。 

≪第２０８通常国会・三者共催による第 1回定例国会行動≫ 

● 日時 ： １月２６日(水）１２時１５分～１３時 

● 場所 ： 衆議院第 2議員会館前 

● 第２回以降の日程： 隔週水曜日を予定（２月２４日のみ木曜日） 

２月９日、２月２４日（木）、３月９日、３月２３日、４月６日、 

４月２０日、５月１１日、５月２５日、６月８日  

計１０回の予定 

 ●１月１７日の開会日行動は、総がかり行動実行員会、全国市民アクション、 

共謀罪 NO！実行委員会共催による開会日行動に結集します。 

 

②宣伝行動について 

中央団体 
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１４日「４」の日宣伝（巣鴨駅前）、 １２時～１３時 

２５日社会保障拡充宣伝（御茶ノ水駅前を基本）１２時～１３時 

新いのち署名の宣伝行動提起 

※２５日を含む週のゾーンでの宣伝行動提起 

※全国一斉宣伝行動：２月２５日（金）、４月２５日（月） 

 

 ※コロナ感染拡大の進行により、実施についてはその都度慎重に判断するこ 

とにします。 

 

③「知ってトクするパンフ２０２２版」について 

 「知ってトクするパンフ（知っトクパンフ）２０２２版」が発行されます。 

 

 以下、愛知社保協からの連絡です。 

現在、受付フォームの準備中で、申込書は間に合っていません。 

中央社保協加盟団体のお申し込みは、「全国版」をお送りします。 

愛知社保協がお受けし、発送いたします。 

別途「愛知版」もありますので、ご希望であればお送りできます。 

卸値は 1 冊 50 円＋送料 普及価格は「100 円」でお願いします。 

ご希望がありましたら、愛知社保協へメールでご連絡ください。 

注文部数、送先住所、取扱責任者 をご連絡いただけば、手続きいたします。 

料金は、発送時に請求書を同封しお振り込みいただきます。 

 

③会議日程について 

 1.第７回運営委員会 ２月２日（水）１３時半～ オンライン会議 

  第８回運営委員会 ３月９日（水） ※署名提出行動のため第２水曜日開催 

  第９回運営委員会  ４月 ６日（水） 

  第１０回運営委員会 ５月１１日（水）※連休のため第２水曜日開催 

  第１１回運営委員会 ６月 １日（水） 

  第１２回運営委員会 ７月 ６日（水） 

   ※時間はいずれも１３時半～ 

   ※コロナ感染拡大の状況から当面オンライン開催とします。 

2.２０２２年全国総会の日程について 

この間、７月の第一水曜日の開催を第一案に検討してきましたが、参議院選 

挙が７月に予定され、第一水曜日（６日）の開催は難しい状況です。 

８月の第一水曜日の８月３日（水）、オンライン会議で予定します。 

 





























 

 

 １２月２６日(日) 正午から中央社保協、

年金者組合、高齢期運動連絡会などの呼びか

けで、歩行者天国でにぎわう新宿東口アルタ

前で宣伝行動が行われました。 

政府は２４日７５歳以上の医療費窓口負担

２倍化を含む予算案を閣議決定。同時に決定さ

れた税制改正大綱には超富裕層優遇を改める

金融課税見直しなどは盛り込まれませんでし

た。２６日の宣伝は、これらの閣議決定にただ

ちに反撃する行動になりました。 

宣伝には、各団体から３２人があつまりまし

た。日本高齢期運動連絡会の武市さん、吉岡さ

ん、菅谷さん、全日本年金者組合の加藤さん、

中央社保協の山口さん、是枝さん、年金者組合

杉並支部の渡辺さん、年金者組合小金井支部の

長谷川さんなど、多くの参加者が次々にマイク

をとって訴えました。 

年金者組合東京都本部の小澤さんは、７５歳

以上の医療費窓口負担２倍化に加え、社会保障

費の自然増を２２００億円も削り込んだ政府

の姿勢を厳しく批判しました。 

東京高齢期運動連絡会の早川さんは、自分は

２か月に１回通院し窓口負担が年８万７千円

になる。これが倍になると話し、若いみなさん

も自分たちが迎える高齢期を考えてほしい。ビ

ラを持ち帰ってお父さんお母さんとも話し合

って欲しいと呼びかけました。 

大田から参加した病院職員の長澤さんは、差

額ベッド料をとっていない病院でも高齢者が

窓口でお金が払えないと相談する事例がある

ことを紹介。高度医療が進んでも負担増でかか

れなくなる人が増えると訴えました。 

東京地評の井澤事務局長が激励に駆けつけ

ました。 
 

 

 
  

２倍化中止署名を軸に引き続き

運動を強めましょう。１月２８

日（金）１１：００から衆議院第

１議員会館大会議室でいのち署

名と共同して統一署名提出行動

を実施します。提出行動は

Youtube配信も行います。 

【速報】 ２０２１/１２/２６ 

東京高齢期運動連絡会 

tokyo.koureiki@gmail.com 

豊島区南大塚３－４３－１３  

スミヨシビル３F 

０３－５９５６－８７８１ 

１月２８日に署名提出行動 



 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各分科会とも会場＋Ｗｅｂで行います。各分科会の個別チラシや、詳しい情報は、東京の 

つどいのサイト http://koureiki.main.jp/html/t/tokyo.htmlから見られます。→ 

会場参加者のみ資料代５００円、Ｗｅｂ参加は無料です。 

分科会ごとに申し込み方がちがいます。ご注意下さい。  

（水）14：00～17：00 ラパスビル 3F 研修室 
定員 Zoom参加 100名 会場参加30名 

 

（土）14：00～16：00 ラパスビル 7F ラパスホール 
定員 Zoom参加 100名 会場参加60名 

 

（土）13：30～16：30 北多摩西教育会館 3F大会議室 
定員 Zoom参加 100名 会場参加80名 

 

主催＜第３４回日本高齢者大会と第 3１回ゆたかな高齢期をめざす東京のつどいを成功させる東京実行委員会＞ 

問合せ＜東京高齢期運動連絡会＞tokyo.koureiki@gmail.com ・ ０３-５９５６-８７８１ 

 

氏名･所属･連絡先・Zoomまたは会場

を記入して FAX 03-5978-2865へ 

メールでの申込は 

kaigo@tokyominiren.gr.jp へ 

氏名･所属･連絡先・Zoomまたは会場

を記入して FAX 03-3946-6823へ 

ネットからは申込フォーム

https://forms.gle/iimJYdR8Vvu

ＶdhRq8 へ 

氏名･所属･連絡先 Zoomまたは会場を記入して

FAX 03-5956-8782へ メールでの申込は 

tokyo.koureiki@gmail.com へ 

老々世帯、独居高齢者や認知症の方の急増が予測されていま

す。地域での居場所づくりや高齢者を支え合うとりくみを交流し

ます 

①練馬区のフードバンク ②スマホ教室 ③ワクチン接種の支援 

④住民アンケート ⑤自治体へのはたらきかけ ⑥中野区町内会

の高齢者訪問 などの報告が持ち寄られます。 

崩壊状態の介護制度をどうしたらよいのか、「介護保険制度の抜

本的改革提言」を学習し、現場からの報告を受けて話し合います。 

介護をよくする東京の会とのコラボ企画です。 

◆講義 抜本的改革提言について  森永 伊紀さん 

                      （ホームヘルパー全国連絡会）  

◆現場からの報告 ケアマネージャーから・訪問介護の現場から 

多くの高齢者が孤立することへの不安をかかえ、介護の

心配、認知症の心配をかかえています、深刻な困窮に陥っ

ている高齢者が少なくありません。現場からの報告を受

け、高齢者の置かれた現状を人権の観点からとらえ、これ

からの運動の方向を探ります。 

http://koureiki.main.jp/html/t/tokyo.html


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸田首相は、総裁選中には「新しい資本主義」「新自由主義からの転換」「富裕層への金融所得課税是正」を唱え

ました。しかし、岸田内閣が編成した予算案は、社会保障の自然増を２２００億円圧縮、７５歳以上の医療費窓

口負担増の２０２２年１０月実施をはじめ、社会保障削減の新自由主義路線そのまま、金融所得課税は見送り、

新しい資本主義といって導入したのは財界の要求する経済対策ばかり、軍事費は補正予算含め年６兆円。 

新自由主義下のコロナ禍で深刻化する高齢者の孤立と困窮。取り組みを持ち寄り議論を深めましょう。 

各分科会の個別のチラシをダウンロードして

見て下さい。申込用紙もついています。 

第１分科会チラシ 
https://bit.ly/ 

3FEaE8k 

 

 

 

 

 

 

第２分科会チラシ 
https://bit.ly/ 

32J9Lws 

 

 

 

 

 

 

第３分科会チラシ（作成中） 

■第３１回「ゆたかな高齢期をめざす東京のつどい」

は、コロナ禍に配慮して全体会を行わないことにし

ました。分科会のみ２０２２年１月以降に行います。

Ｗｅｂと会場併用です。多くの仲間が参加できるよ

うに、団体・地域でみんなに知らせ、参加申し込み

のお誘いを拡げてください。 

■会場に参加する方は資料代５００円を負担してく

ださい。Ｗｅｂ参加の方には資料をメール添付また

は東京高連サイトに掲載して見られるようにしま

す。 

■Ｗｅｂからの参加は、接続のためのデータを送る

ので、なるべく早めに申し込んでください。 

 

https://bit.ly/3FEaE8k
https://bit.ly/3FEaE8k
https://bit.ly/32J9Lws
https://bit.ly/32J9Lws




診療報酬改定率発表 審査指導対策部長談話 

2021 年 12 月 28 日 

東京保険医協会 

         審査指導対策部長    浜野 博 

 

国民医療向上のためにも、診療報酬の引き上げを呼びかけよう 

 

 政府は 2022 年 4 月実施予定の診療報酬改定について、12 月 22 日の予算大臣折衝で改定率を全体でマ

イナス 0.94％とすることで合意した。自民党政権下で５回連続の実質マイナス改定実施が強行される。 

 

 本体部分は 0.43％引き上げとし、具体的には、「看護の処遇改善のための特例的な対応」でプラス 0.2％、

「不妊治療の保険適用のための特例的な対応」でプラス 0.2％。引き下げは「リフィル処方箋の導入」で

マイナス 0.1％、「乳幼児感染予防策加算の廃止」でマイナス 0.1％とされ、差し引き本体プラス 0.23％と

発表された。 

 

 薬価はマイナス 1.35％、材料価格マイナス 0.02％とし、全体で 0.94％引き下げられる。目玉とされる

看護の待遇改善は、コロナ治療等を担う急性期の病院に限定されており、すべての医療機関を対象とす

るものではない。不妊医療の保険適用についても、公費事業からの転換であり、直接的な引き上げではな

い。リフィル処方箋の導入、OTC 医薬品の保険給付見直し等は医療機関、調剤薬局の基本診療料を引き

下げ、薄利多売が可能な大規模チェーン店のみに有利となる改定だ。 

 

 財務省の財政制度等審議会財政制度分科会（榊原定征分科会長）は 11 月 8 日、2022 年度予算編成の建

議とりまとめに向けた議論を行い、予算編成の焦点の 1 つである診療報酬改定について「躊躇なく『マイ

ナス改定』をすべき」と強く主張した。本体部分の実質 0.23％引き上げでは、昨今の人件費、物価の上昇

率にすらおぼつかない。コロナ禍で疲弊し、ぎりぎりの資金繰りをしている医療機関に、政府はこれ以

上、何を削減しろと言うのか。 

 

 建議では利潤の最大追及を目指す株式会社の経営と、地域に根差し公衆衛生の向上を最大の目標とす

る医療機関の経営の違いを無視した意見が並ぶ。しかし、これらを「医療費削減のための圧力」という視

点だけで見てはいけない。新型コロナ感染症患者を直接受け入れない医療機関は、補助金の対象から外

し、経営破綻しても構わないという姿勢からは、国民医療を保障していくという視点は一切感じられな

い。診療報酬の引き上げ・改善により国民の健康が増進するならば、結果として総医療費が増大していく

のは至極当然のことである。 

 

 中医協では、今後も 2022 年 2 月上旬の診療報酬改定の諮問答申に向け、審議が続く。協会は、診療報

酬の連続マイナス改定に強く抗議するとともに、国民医療を守る立場から基本診療料を中心とする診療

報酬の十分な引き上げと患者窓口自己負担の大幅な軽減を求めていく。 

以 上 



【談話】                           2021 年 12 月 22 日 
全国保険医団体連合会 

会長 住江憲勇 

 

医療の再建に背を向けた改定率に抗議し、大幅ネットプラス改定を求める 

～2022 年度診療報酬改定率について～ 

 

 厚生労働省は 12 月 22 日、2022 年度の診療報酬改定率を発表した。技術料本体に相当

する「診療報酬」について、「看護の処遇改善」で＋0.20％、「不妊治療の保険適用」で

＋0.20％とする一方、「リフィル処方箋（反復利用できる処方箋）の導入・活用促進」で

▲0.10％、「小児の感染防止対策に係る加算措置（医科分）の期限到来」で▲0.10％とす

る。更に、これら以外で＋0.23％として、合わせて「診療報酬」は＋0.43％となる。薬

価・材料の▲1.37％を含めたネット（全体）での改定率では▲0.94％となる。 

 

安倍政権下で強められた医療費抑制が岸田政権でも継続され、薬価引下げ財源の本体

への振替を一方的に反故にした５回連続のネットマイナス改定となる（2014 年度は消費

税対応を除き実質ネットマイナス）。しかも、本体に相当する改定率＋0.43％は、新型コ

ロナウイルス感染症到来前の 2020 年度の同改定率＋0.55％よりも低い。急ぐ道理も必要

性もないマイナンバーカード普及には１兆８千億円もの巨額の血税を投ずる一方、コロ

ナ禍で大きく傷ついた医療の再建・拡充には背を向ける姿勢と言わざるを得ない。 

 

「看護の処遇改善」で月１万２千円の収入引上げとされるが、他のコメディカル配分

も可能であり実際の引上げ幅は更に低くなる上、コロナ治療等を担う救急医療機関に限

定されている。全ての医療機関が一体となり地域を面として支えている。全ての医療従

事者の抜本的な賃金引上げにつながる財源を確保すべきである。また、不妊治療の保険

適用は公費助成事業から保険診療に切り替わるものであり、大半の医療機関の経営改善

にはつながらない。補助金を含めても医療機関全体がコロナ前の経営水準に戻っていな

い中、本体＋0.43％では、コロナ以前の医療水準への回復も困難であり、疲弊した医療

現場の抜本的改善には程遠いものである。 

 

今次の診療報酬改定の基本方針にコロナ感染対応を重点課題として位置付けているに

も関らず、感染防止対策に係る外来特例廃止、PCR 検査等の評価引き下げに続き、小児の

感染防止対策に係る特例（医科）も廃止される。受診控えに伴う心身状態悪化や重症化

が相次ぐ中にもかかわらず、「リフィル処方箋」を導入・推進して受診を間引くよう図る。

更に、７対１看護病床の削減を進める「入院医療の評価の適正化」、強引な早期退院を促

進しかねない DPC 制度等での「更なる包括払いの推進」や、高齢者・慢性疾患患者の ADL

低下等も危惧される「湿布薬の処方の適正化」などを「着実に進める」よう求めている。

これらは、コロナ感染防止体制の弱体化、患者が受ける医療の質の低下や地域医療の混

乱・疲弊を進めるものにほかならず、即時撤回すべきである。 

 

安倍政権が強力に進めた医療費抑制の下、診療報酬改定率はこの間の物価・人件費の

上昇にすら届いていない。平時の医療が弱体化されてきた中、更にコロナが直撃し全て

の医療機関が深刻なダメージを受けている。 

本会は、医療の再建・充実が強く求められる中、医療の再建に背を向け、更には医療

崩壊を進める 2022 年度の診療報酬改定率に対して強く抗議するとともに、大幅なネット

プラス改定を求めるものである。 
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4団体交代で毎週「とメール」NEWSを発行することにしました。各地の活動を送ってください。 

毎月 第 1 週 日本高連 第 2 週 社保協 第 3 週 保団連 第 4 週 年金者組合 が担当します 

 

2022年 1月 11日発行 No1 

これ以上の負担増はムリの声を大きくひろげ、75 歳 2 倍化は中止に! 

 

 

 

 

 

12月の 

各地宣伝

より 

奈良県 奈良駅前12名で座り込み宣伝 東京杉並 23 名参加で駅前宣伝 

東京・中央団体 新宿アルタ前 32 名で宣伝署名 神奈川 伊勢佐木町 12 名参加 署名 40 筆集まる 

当面の国会行動の予定    署名集約日 1/20 2/10 各中央団体へ送ってください 

  1/28 衆議院第一議員会館 大会議室 

 11:00 横山先生(佛教大学)学習講演 12:00から議員要請行動 終了後介護の集会 

    2/2  衆議院第一議員会館 第 7会議室 

     老人医療有料化から 38年 高齢者中央集会 10:30～12:30 

         学習講演 浜岡正好先生(佛教大学) 終了後 議員要請行動 

  2/18 場所未定 

10;30 唐鎌先生(佐久大学)学習講演「高齢者負担増を考える」 

     12時～13時 国会議員要請と署名提出集会    

 





 

 

２０２２年１月１４日 

東京都後期高齢者医療広域連合長  

山﨑 孝明 殿 

 

 

        東京都社会保障推進協議会会長 吉田 章 

          連絡先 東京都豊島区南大塚 2-33-10 東京労働会館６階 

電話 03-5395-3565 

                      

                    東京高齢期運動連絡会会長 杉山 文一 

連絡先 東京都豊島区南大塚 3-43-13 スミヨシビル３階 

電話 03-5956-8781 

 

 

窓口負担および保険料に関する要請 
 

【要請項目】 

 １、国や関係機関に対して、後期高齢者医療費窓口負担２割化の中止を求める意見書を提

出してください。 

 ２、後期高齢者医療保険料を引き下げる、少なくとも据え置きにしてください。また、そ

のために必要であれば財政措置を国や東京都に求めてください。 

 

【要請趣旨】 

高齢者の所得の 8割は公的年金が占め、約 7割の世帯は公的年金を主な収入源として生活

しています。その年金も昨年 4 月から 0.1％引き下げられました。後期高齢者医療制度は、

低年金・無年金の高齢者からも保険料を徴収しており、多くの高齢者からは、保険料を含め

税負担が重いという声があがっています。このような実態から働かざるを得ない高齢者も増

え、貧困化も広がり、生活保護利用世帯のうち高齢世帯が 65.2％（厚労省生活保護被保護者

調査 2020 年 10 月）を占めています。 

 

2020 年 12 月の全世代型社会保障検討会議の方針を受け、昨年の通常国会で 75 歳以上医

療費窓口負担を 1 割から 2 割に引き上げる（単身世帯年収 200 万円以上）関連改定法が自

民・公明与党などの賛成多数で成立しました。全国の後期高齢者のうち約 370 万人が負担増

になる引き上げを、政府は 2022 年 10 月から実施すると決めました。国は、配慮措置期間中



 

 

でも全国平均で年間 2 万 6 千円の負担増、配慮措置が終われば年間 3 万 4 千円の負担増に

なると試算しています。東京においても 75 歳以上の 23.1％、36.9 万人が対象となります。 

医療関係者や高齢者団体が実施したアンケート調査でも窓口 2 割負担となれば、「受診回

数を減らす」「受診科数を減らす」「薬の飲み方を自己調整する」など 3割近い人が受診を控

えると回答しています。 

また、新型コロナ感染拡大第 5波の際には深刻な医療崩壊が起こり、コロナ蔓延期には感

染を恐れて高齢者の外出抑制と広範な受診控えが発生しました。現在、第 6波が襲い急速に

感染が拡大しています。収束の見えないコロナ禍は、受診をためらってきた高齢者にさらな

る追い打ちをかけることになります。 

高齢者の生活実態やこうした現況を考慮しない窓口負担 2割化導入が、さらなる受診抑制

を招ねくことは必至です。高齢者のいのちや健康を守るため、貴広域連合として窓口負担 2

割化の中止を求める意見書を国へ提出してください。 

 

後期高齢者医療の保険料は、保険料の均等割り軽減特例がなくなった上に、来年度は保険

料のさらなる値上げが提案されています。貴広域連合が示した 2022～2023 年度保険料算定

案は、市区長村負担金（試算で合計 2カ年分 224 億円となる特別対策）を継続実施した場合

で、均等割額 46,800 円（2,700 円増）、所得割率 9.74%（1.02 ポイント増）となり、１人あ

たりの平均年額では 106,133 円（5,080 円増）となっています。また、あわせて示された政

令通りの場合（特別対策を実施しない場合）では、１人あたりの平均年額が 111,793 円

（10,740 円増）となっています。 

団塊の世代が高齢者となれば高齢者の医療費が増大するのは当然のことです。これに国や

都が適切な対策を施すこともなく、高齢者に年々負担増を押しつけるのは大変理不尽なこと

と言わざるをえません。そもそも病気が多くなる 75 歳以上の高齢者だけを「姥捨て山」の

ように囲い込んで、独立した保険制度としている国は世界に類をみません。健康で文化的な

最低限度の生活を営む権利を保障する憲法２５条にも反し、その根本が間違っています。 

介護保険料は値上げされ、消費税は 10％にひきあげられ、年金は引き下げられ、食料品な

ど生活必需品の価格が上昇して年齢別にみた消費者物価は高齢者ほど高くなっています。こ

の上後期高齢者医療保険料まで引きあげられれば高齢者の生活への打撃はいっそう深刻な

ものになります。 

貴広域連合として財政上のあらゆる手立てを尽くし、国はもとより東京都にも財政的措置

を求めて、2022 年度 2023 年度の保険料を現行より引き下げる、少なくとも据え置いて下さ

い。 
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 12月16日 多摩キャンパス良くする会

が西国分寺駅宣伝を行いました。とても

反応が

良くあち

らこちら

から近

寄ってき

て、話を

聞きに

来てくれ

ました。 

7名の参加、50筆の署名が集まりまし

た。「いのちと都立病院を守る国分寺の

会(以後国分寺の会)」からも協力参加が

ありました。11月は「国分寺の会」も宣伝

を行っていますが1時間で200、300と署

名が集まります。会の方にいつもこんなに

たくさん集まるのか伺いましたが、この都

立病院関係の宣伝が際立って多いとの

こと、関心が髙いとの話でした。 

 あけましておめでとうございます。 

 昨年は各守る会や実行委員会の参加

団体の奮闘で、3月議会への都側の定

款提出を断念させ、その後の都議選で

の大きな争点になりました。 

 定款は残念ながら可決されてしまいま

したが、都議会での論戦では共産党や

立憲民主党、自由を守る会が質問に立

ち、コロナ禍の中での独法化に反対しま

した。都側は独法化の必要性などにつ

いて、コロナ禍前の答弁を繰り返すだけ

で、まともに質問に答得ず、答弁不能状

態になりました。 

 2月に開会される2022年第1回定例

都議会では、都立病院の設置条例廃

止が提案されることが予想されます。 

 都民のいのち守る都立病院をなくすな

の声を全都に広げ、廃止提案をストップ

させましょう。短期間ですが、1月末まで

に署名5万筆目標に集めましょう！ 

   １２月１８日、「人権としての医療・介

護東京実行委員会」は、新宿駅南口で

「都立・公社病院の独法化中止」を訴え

宣伝、署名行動に取り組みました。構成８

団体から110人が参加、ビラいりのティッ

シュを１２００個配布、独法化中止署名６

６筆が集まりました。 

  連絡会の森越代表委員の司会で、千

葉医療関連協議長が挨拶、日本共産党

の大山とも子都議団長が挨拶し、上田令

子都議、本田宏医師、宮子あずさ氏が

メッセージを寄せました。東京土建、東京

自治労連、東京医労連、東京民

医連の代表が訴えを行い、各病

院守会から、大塚病院を守る会、

多摩キャンパス良くする会、荏原

病院を守る会が、さらに台東病院

を守る会が取り組みを報告。最後

に窪田事務局長が行動提起と閉

会あいさつを行いました。 

駒込病院を守る会は
12月12日に第14回
総会を開きました 

松沢病院の医療を充実させる会は 

 17日、世田谷区議会福祉保健常任委員会で「独法化見

送り」陳情にもとづく「委員会陳述」が行われました。陳述者

は太田・安田2名。結果は、自・公・行革・あらたの4会派が

継続や不採択。趣旨賛成は、立憲・共産・生ネット・・・・で結

果は残念ですが継続審議になりました。 



 東京都病院経営本部は12月26日、東

京新聞に以下の広告を掲載しました。同じ

広告は朝日、毎日、読売，産経、日経にも

掲載（病院経営本部より通告）。 

 都民の税金を使い、都議会審議中の独

法化の宣伝広告を掲載したことに連絡会

は抗議し、27日に前沢、森越両代表委員

が知事室に抗議文を提出しました。（右） 
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司法が依拠すべき「科学」とは～乳腺外科医事件で最高裁弁論 
 

江川紹子ジャーナリスト・神奈川大学特任教授 

1/24(月) 21:29 

 

 男性の乳腺外科医が、手術直後の女性患者の胸

をなめるなどしたとして、準強制わいせつに問われて

いる事件の上告審で、1 月 21 日、弁護側検察側双

方の意見を聞く弁論が最高裁第二小法廷（三浦守

裁判長）で行われた。 

 この事件では、被告側は当初からわいせつ行為を

否定し、女性の訴えは、麻酔の影響で幻覚を見る

「せん妄」の可能性が高い、と主張している。東京地

裁はその主張を認め無罪としたが、控訴審の東京高

裁はそれを覆し、懲役 2 年の実刑を言い渡した。 

＜写真：最高裁弁論の傍聴券を求めて並ぶ人たち（1 月 21 日、筆者撮影）＞ 

 

 弁護側は主任弁護人の高野隆弁護士が約 1 時間にわたり、裁判所が専門家の鑑定や証言を判断する際に求めるべき

「科学的に信頼される方法」をテーマに弁論を行った。その後、古賀栄美検事が被害を訴える女性の供述を重視する立

場から「女性の訴えは現実か、それとも頭の中だけで見た幻覚なのか」の二者択一を求める形で約 30 分、主張を展開し

た。 

二つの争点・弁護側の弁論 

 本件では 

①被害者の胸を警察官がガーゼで拭って採取した微物についての警視庁科学捜査研究所による鑑定は科学的な証明

力を有するか 

②被害者の訴えは、手術後の「せん妄」による幻覚だった可能性があるか否か 

――が主たる争点になっている。 

 ①について弁護側は、本件では付着していた DNA の量が問題になっているのに、科捜研技官が DNA 量の検査結果

を示す客観的データや、再検査のために残しておくべき DNA 抽出液を廃棄したことを問題視。唾液の付着を調べるアミ

ラーゼ検査も、色調の変化を証明するための写真など、客観的なデータがないと指摘した。 

 さらに、実験ノートに当たる「ワークシート」が鉛筆で記入され、消しゴムで消して書き換えた痕跡が少なくとも 9 カ所ある

ほか、後からまとめて記載したことをうかがわせる点もあることなど、「科学の世界での作法・常識に明らかに反している」と

批判した。そして、かつての STAP 細胞事件や誤った DNA 鑑定が冤罪を生んだ足利事件に言及し、「最高裁は『科学的

に信頼される方法』とは何かを、今こそ示すべき」と求めた。 

 また、②については、有罪とした控訴審判決が依拠している、獨協医科大埼玉医療センターの井原裕教授の証言を徹

底批判した。 

 特に、井原教授はせん妄の専門家ではないうえ、精神医学界で最も信頼されている診断基準 DSM-5（アメリカ精神学

会発行の「精神疾患の診断と統計マニュアル」第 5 版）や、それをせん妄患者と日常的に接する医師や看護師が適用し

やすいように改良した CAM（錯乱状態評価法）に基づかず、「この地球上に井原医師しかいない」という独自の方法に依



って証言を行ったことを問題視。「彼の意見が『科学的に信頼される方法』に依拠していないことが明らか」として、その証

言には科学的証拠としての価値は全くない、と断じた。 

検察側は被害の訴えは「現実」と主張 

 一方の検察側は、供述重視の姿勢を示し、被害を訴える女性の供述が「現実か、頭の中だけで見た幻覚かを判断すれ

ばよい」として、「頭の中だけの幻覚」であれば、証拠によって次々と否定されるが、「現実」であれば関係者の供述によっ

て次々に裏付けられる、と述べた。その結果訴えが「現実」であると明らかにされれば、被害がせん妄によるものかどうなの

かという争点は「関係しない」とまで言い切った。 

 そして、女性の話はリアルで具体的であり、科捜研の鑑定や付き添っていた母親のほか、病院の看護師の証言の一部と

も付合する、と主張。ただし検察側は、別の部分で、その看護師ら病院関係者の証言の多くは、「信用性がない」とも言っ

ている。女性の証言と付合する部分は信用できるが、そうでない部分は信用できない、というスタンスだ。 

 警察官が女性の胸から微物を採取したガーゼからは、被告人の DNA のみが検出されたことを指摘し、それは鑑定試料

に圧倒的な量の被告人の DNA が含まれていることを示すとし、手術前などの会話や触診などで付着したのではなく、女

性の語った被害が科学的鑑定で裏付けられた、と見るべきとした。弁護側が問題視しているワークシートの記載について

は、「関連しない」などとして、詳しい反論はしなかった。 

 また、病院のカルテにせん妄に関する記載がないとし、井原教授に関しては、「せん妄の臨床経験は極めて豊富」と述

べた。井原教授が DSM-5 や CAM など、普遍的な診断基準を用いていないという弁護側の指摘には、特に反論せず、

せん妄をアルコールの酩酊にたとえた独自の説明も、「合理的内容だ」と評価した。 

 事件があったとされる病室は、4 人部屋で満床だった。女性のベ

ッドは開けっぱなしの出入り口のすぐ横にあり、薄っぺらいカーテ

ンで仕切られているだけで、看護師が頻繁に出入りしているほか、

母親も付き添っていた。裁判を通じて弁護側は、現場は医師が自

慰行為を含めたわいせつ行為をできる環境ではなかったことも主

張してきた。 

 検察側は、弁論の最後にこの点を取り上げ、「性犯罪者の動機

は、性的満足だけではなく、見つかるかもしれないというスリルと興

奮も含まれる」とし、「被告人が（犯行前に）どんな言い逃れを準備

していたか、推して知るべしだ」と非難した。 

 そのうえで、女性の訴えについて「頭の中だけの幻覚、という主

張は明確に否定された」と言い切った。 

＜上図：事件があったとされる病室。入り口を入ってすぐ左が女性のベッド(支援団体のパンフレットより)＞ 

現実世界と幻覚が混在する事例 

 繰り返し「現実か、それとも頭の中だけで見た幻覚か」と述べる口頭での弁論を聞く限り、検察側はせん妄は「頭の中だ

けで見る幻覚」であって、現実とは乖離した現象と認識しているようだ。 

 しかし、弁護側証人となった専門家たちは、そうした見方を否定。患者は麻酔から覚めていて、現実を認識しながら、同

時に幻覚を見る、ということがしばしばある、と説明する。たとえば、埼玉医科大国際医療センターの大西秀樹教授は、こ

んな体験を述べている。患者は病室で大西教授の呼びかけに答えた後、「今、商談中だから」と言って教授を制し、その

後も枕に向かって話し続けた。 

 このように、現実世界と幻覚が二項対立的に存在するのではなく、患者の中で両者が混在することは珍しくないため、本

件の女性が、医師が近くにいる現実を認識しつつ、その彼が性的行為に及ぶ幻覚を見るのもあり得る、と弁護側は主張し



ている。実際、今回の女性に投与されたのと同じ麻酔薬を使用して妊娠中絶手術を受けた女性たちが、病院関係者に

「レイプされた」と警察に訴えた事例は、医学論文として研究誌に報告されている。 

 

最高裁に求められるもの 

 刑事訴訟法では、「上告の申立の理由がないことが

明らかであると認めるときは、弁論を経ないで、判決で

上告を棄却することができる」としている。多くの事件

は、この規定に沿って、口頭での弁論を開くことなく、

棄却される。つまり弁論は、必ず開かれる死刑事件は

別として、最高裁が上告に理由があると認め、高裁の

判断を変更する場合に開かれる。弁論が行われた本

件も、高裁の有罪判決が見直される可能性が高い。 

 問題は、どの点をどのように見直すか、だ。 

 私は、最大のポイントは裁判における科学的なモノ

の見方を最高裁が示せるかどうか、だと思う。 

 

＜写真：最高裁での弁論の後、支援者への報告と記者会見を兼ねた集会で発言する高野弁護士＞ 

 

 裁判では、しばしば様々なジャンルの専門家が、鑑定を行い、意見を述べる。専門家同士の鑑定合戦となることもある。

そうした機会は増えている、と言えるだろう。検察弁護側双方が異なる意見の専門家を出してきた時に、裁判官はどちら

に、より信用性があるかを判断しなければならない。 

 ただ、裁判官は法律や事実認定のプロであっても、医療や IT や化学や物理の専門家ではない。いわば素人だ。それ

でも、その判断が信頼されるためには、科学の作法をわきまえ、多くの専門家の納得を得られるものである必要があろう。

本件控訴審判決のように、専門家が依拠している国際的な診断基準に沿った意見を退け、論文にもなっていない証人独

自の説に依存するようでは、いったい裁判所は何を拠り所に判断するのか分からなくなる。事件によって、あるいは裁判官

によって、その場その場で恣意的な判断が行われるのではないかという疑心暗鬼も生む。 

 今回の事件での最高裁に期待される役割は、司法が一定の信頼を維持するために、裁判所が科学的証拠や専門家証

言の信用性を判断するうえで、基本的な指針を示すこと。そして、それに沿って高裁の判断を正すことだろう。 

 検察官が重視する供述の信用性も、そうした科学的証拠を踏まえてなされるべきだ。まず供述ありきの姿勢が、過去にど

れだけの冤罪を生んできたのか、ここは思い起こさなければならない。 

 そういう観点での判断がだされるか、年度内にも言い渡されるとみられる判決の内容に注目したい。 
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